平成３０年５月２３日

工事書類の簡素化等に関する取扱い
１　目的
受注者が工事施工に関して作成し又は提出する書類を簡素化及び統一化することで、発注者の監督員及び検査員並びに受注者の業務の合理化を図ることを目的とする。
２　内容
受注者は、工事の施工に当たり、各種仕様書等に基づき発注者に提出する書類のうち、土木系工事にあっては別紙１に記載する書類、建築系工事にあっては別紙２に記載する書類に基づき作成すること。ただし、発注者が特に提出を求めた場合は、この限りでない。
３　その他
その他、定めのない事項については、その都度、双方協議して定めるものとする。
　附　則

この取扱いは、平成26年4月1日から適用する。

　附　則

この取扱いは、平成27年4月1日から適用する。
　附　則

この取扱いは、平成30年6月1日から適用する。
　　【別紙１】土木系工事　　　　　【別紙２】建築系工事

　　　　
[image: image1.emf]【別紙１】土木工事 書類の簡素化一覧

　　　　　　　　　
[image: image2.emf]【別紙２】建築工事 書類の簡素化一覧
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◎ 必須
○ 該当する場合必要
■ 提示　（請負者が保存：建設業法上等から基本的に10年保存）


▲
×
―  該当なし


関係法令・基準等 簡素化理由等
130万
円以
上


130万
円未
満


1 工事請負契約約款　第10条 工事着手時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ◎ ▲ ▲


2 工事請負契約約款　第3条 契約約款第3条で省略できる種類のため簡素化 ◎ ▲ ▲


3
神奈川県土木工事共通仕様書
土木工事書類作成マニュアル　神奈川県


ＪＩＳ規格品、事前審査制度Ａｓ等については認定書の写しを提出し、品質証
明、試験成績表の提出及び試験練りは必要なし。（県マニュアル）


○ ○ ○


4 工事請負契約約款　第13条
申請時に監督行為で確認するものであるため簡素化


○ ▲ ▲


土木工事仕様書平成27年4月
神奈川県土木工事共通仕様書


「請負者は維持工事等簡易な工事においては監督員の承諾を得て記載内容の一
部を省略することができる」（神奈川県土木工事共通仕様書1-1-5）


5 工事概要 ◎ ◎ ◎


6 計画工程表 小規模工事は実質工期が短いため不要 ◎ ▲ ×
7 現場組織表 ◎ ◎ ◎
8 安全管理 ◎ ◎ ◎


9 指定機械
土木工事書類作成マニュアル　神奈川県
1-7


設計図書で指定されている機械（騒音振動、排ガス規制）について記載する。
カタログの写しは添付しないものとする。ただし、提示を求めたときは、提示
しなければならない。


◎ ◎ ×


10 主要資材 ○ ○ ○
11 施工方法 ◎ ◎ ◎
12 施工管理計画 ◎ ◎ ◎
13 緊急時の体制及び対応 ◎ ◎ ◎
14 交通対策 ◎ ◎ ◎


15 環境対策 ◎ ◎ ◎


16 ディーゼル車の運行状況確認票 神奈川県生活環境の保全等に関する条例（108条）
「報告を求めることができる」とあり書面提出ではない。車検書のコピーも不
用


◎ ■ ■


17 現場作業環境の整備 仮設計画（工事仮設物、電気、水道） 簡易な工事は提示で対応する。 ○ ○ ×


18 施工体制台帳
建設業法第24条の７第1項：公共工事においては、
下請契約を締結した工事
公共工事の入契法第13条


○ ○ ○


19 施工体系図 〃 ○ ○ ○


20
「コンクリート塊等の処理及び建設リサイクル資材
に関する事務取扱要領」神奈川県


土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 ○ ▲ ▲


21 土木工事仕様書平成27年4月 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲
22 土木工事仕様書平成27年4月 土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 ○ ▲ ▲
23 土木工事仕様書平成27年4月 土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 ○ ▲ ▲
24 土木工事仕様書平成27年4月 ５００万未満は必要なし ○ ○ ―
25 土木工事仕様書平成27年4月 ○ ○ ○


26 土木工事仕様書平成27年4月
・その都度を重要な変更の場合（土木工事書類作成マニュアル　神奈川県）
・維持工事等簡易な工事は必要なし。（県マニュアル）　130万以下は簡易と
解釈


○ ○ ×


27 土木工事仕様書平成27年4月 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ◎ ▲ ▲
28 ５００万未満は必要なし。 ５００万未満は必要なし。 ○ ○ ―


土木工事仕様書平成27年4月


29 出来高数量調書 ◎ ◎ ◎
30 出来形管理表 土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 10測点以下で、写真で管理確認できるものは作成不要 ◎ ○ ×
31 出来形管理図 土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 10測点以下で、写真で管理確認できるものは作成不要 ◎ ○ ×
32 工事写真 厚木市土木工事写真管理基準 ◎ ◎ ◎
33 工事日誌 土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 提示（県マニュアル） ■ ■ ×


34 工事打合せ簿
工事請負契約約款9条
建設業法40条の３


業者は10年間の保存する義務（土木工事書類作成マニュアル　神奈川県） ◎ ◎ ◎


35 安全日誌 土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 提示（県マニュアル） ■ ■ ×


36 出来高図面
平面図、基準高管理図、面積算出根拠図等写真で確
認が出来ないものは必要


◎ ◎ ○


37 材料等の伝票
「品質・出来高を証明できる重要な資料であること
から提出を求める」（県マニュアル）


◎ ◎ ◎


38
資源の有効な利用の促進に関する法律に
関する書類（ＣＲＥＤＡＳの提出）


（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
「建設リサイクル法」）


１００万円未満は必要なし。 ○ ○ ○


39 再資源化等報告書
（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
「建設リサイクル法」）


５００万円未満は必要なし。
土木工事書類作成マニュアル　神奈川県


○ ▲ ―


40
廃棄物処理業者との契約書写し及び廃棄
物処理業者の許可書の写し


◎ ◎ ○


41 マニフェスト 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 提示（県マニュアル）　廃棄物の処理及び清掃に関する法律 ■ ■ ■


42 残土整理券の半券及び完了報告書
「品質・出来高を証明できる重要な資料であること
から提出を求める」（県マニュアル）


○ ○ ○


43 建設廃材搬入完了報告書
コンクリート塊等搬入完了報告書及び建設リサイク
ル資材利用報告書


土木工事書類作成マニュアル　神奈川県 ○ ▲ ▲


44 品質管理書、品質証明書 ＪＩＳ規格品、事前審査制度Ａｓ等については必要なし。（県マニュアル） ◎ ○ ○


45 実施工程表
小規模工事は実質工期が短期間であり必要性が低い。ただし、応急処理・維持
工事等計画工程表の作成が困難な場合は作成不要。


◎ ○ ×


46 汚水桝カード ○ ○ ○


47 厚木市公共測量規程・測量業務仕様書 ○ ○ ○


48
指定書式／制度説明書類等含む
掛金収納書又はそれに代わるもの(写し)
土木工事書類作成マニュアル　神奈川県


◎ ◎ ◎


※


　建築工事と共通な項目


　特に提出する添付書類が省略ができる項目


完成書類


 監督行為で確認し提示 （請負者が保存：保存期間は担当課と協議）


工事完成届
CORINS(工事カルテ)登録報告書


変更施工計画書


簡素化


H25
年度


提　出　書　類　名


土砂搬入（変更）申込書
CORINS(工事カルテ)の受領書の写し


現場代理人等選任・工事着手届及び主任技術
者等選任届


工程表


使用材料承認


建設発生土仮置場確認届


土木工事書類の簡素化一覧


 監督行為で確認し担当課へ提出


施工計画書


建設業退職金共済制度掛け金収納書写し、共
済証紙貼付実績報告書


測量成果品


工事材料検査申請書


施工承認願書


建設副産物に関する書類


下請負人届


凡  例 


監督行為で必要な書類 


検査時に必要な書類 


①神奈川県土木工事共通仕様書 
②土木工事書類作成マニュアル 神奈川県 


神奈川県のホームページに掲載してい
ますのでご確認ください。 


別紙１ 
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関 係 法 令 ・ 基 準 等 簡　素　化　理　由　等
130万円
以上


130万円
未満


1 現場代理人選任･工事着手届及び主任技術者等選任届 指定書式(契約約款第10条) 工事着手時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ◎ ▲ ▲


2 工程表 指定書式(契約約款第3条) 契約約款第3条で省略できる種類のため簡素化 ◎ ▲ ▲


3 火災保険等契約書(写し) 契約約款第52条及び現場説明書 工事着手時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲


4 下請負人届 指定書式(契約約款第7条) 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲


5 工事使用材料届 指定書式 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲


6 各種施工計画書
公共建築工事標準仕様書1.2.2：工事において主要な
工種に係るもの


◎ ◎ ◎


7 工事実施工程表
公共建築工事標準仕様書1.2.1
計画工程：黒／実施工程：赤


130万円未満は簡易な工事で実質工期が短いと想定され
るので、監督行為の確認で対応する


◎ ◎ ▲


8 施工体制台帳
建設業法第24条の７第1項：公共工事においては、下請
契約を締結した工事
公共工事の入契法第13条


○ ○ ○


9 施工体系図 〃 ○ ○ ○


10 各種指定事業者証・資格者証(写し)
消防関係法・上下水道関係法・ガス関係法・建設作業関
係法等の資格証明関係


○ ○ ○


11 仮設計画図 現場説明書
130万円未満は簡易な工事と想定されるので、監督行為
の確認で対応する


○ ○ ▲


12 仮置場確認届 指定書式 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲


13 土砂搬入・搬出申込書 指定書式
提出時に監督行為で対応するもので、その時点で完結す
るため簡素化


○ ▲ ▲


14 コンクリート塊等搬入(変更)証明書／報告書 指定書式
提出時に監督行為で対応するもので、その時点で完結す
るため簡素化


○ ▲ ▲


15 建設ﾘｻｲｸﾙ資材利用(変更)計画書／報告書 指定書式
提出時に監督行為で対応するもので、その時点で完結す
るため簡素化


○ ▲ ▲


16 再生資源利用(促進)計画書／実施書 指定書式(クレダス)：100万円以上工事対象 ○ ○ ○


17 ｺﾝｸﾘｰﾄ配合報告書
公共建築工事標準仕様書1.2.2.(C)：構造躯体等に係る
ｺﾝｸﾘｰﾄに関する書類


○ ○ ○


18 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設計画書／報告書
公共建築工事標準仕様書1.2.2.(C)：構造躯体等に係る
ｺﾝｸﾘｰﾄに関する書類


○ ○ ○


19 各種工事施工図
公共建築工事標準仕様書1.2.3：工事において主要な
工種に係るもの


○ ○ ○


20 各種製作図・承認図
公共建築工事標準仕様書1.2.3：工事において主要な
工種に係るもの


○ ○ ○


21 立合検査願 指定書式
提出時に監督行為で対応するもので、その時点で完結す
るため簡素化


○ ▲ ▲


22 現場代理人等変更届 指定書式(契約約款第10条) 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲


23 事故報告書 指定書式 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲


24 工事実績情報サービス(CORINS)登録工事カルテ 受注時・変更時・竣工時：500万円以上工事対象 ○ ○ －


25 工事完成届 指定書式(契約約款第31条) 届出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ◎ ▲ ▲


26 各種施工報告書
公共建築工事標準仕様書1.2.4：工事において主要な
工種に係るもの


○ ○ ○


27 各種出来形図・出来形管理記録
公共建築工事標準仕様書1.2.4：工事において主要な
工種に係るもの


130万円未満は簡易な工事と想定されるので、写真で確
認できるものは省略できる


○ ○ ×


28 各種品質規格証明書 公共建築工事標準仕様書1.2.4 & 1.4.2 ○ ○ ○


29 各種試験報告書・検査記録書類・品質管理書類 公共建築工事標準仕様書1.2.4 & 1.4.2 ○ ○ ○


30 工事工程写真 公共建築工事標準仕様書1.2.4 ◎ ◎ ◎


31 工事日報 公共建築工事標準仕様書1.2.4
130万円未満は簡易な工事と想定されるので、省略でき
る


■ ■ ×


32 週間・月間工程表 公共建築工事標準仕様書1.2.1


随時、監督行為で確認するもので、その時点で完結する
ため簡素化
また、130万円未満は簡易な工事と想定されるので、省
略できる


○ ▲ ×


33 定例会議議事録 公共建築工事標準仕様書1.2.4


随時、監督行為で確認するもので、その時点で完結する
ため簡素化
また、130万円未満は簡易な工事と想定されるので、省
略できる


○ ▲ ×


34 各種協議書・打合せ記録・指示書
契約約款第9条：工事過程における重要な協議又は変更
に係る協議等の書類


◎ ◎ ◎


35 安全衛生管理関係記録書類
安全衛生関係協議会・安全パトロール・安全衛生記録・
新規入場者教育等の安全衛生関係書類


請負者側の工期中の人的な安全対策に関するものなの
で、提示で確認できる
また、130万円未満は簡易な工事と想定されるので、省
略できる


○ ■ ×


36 仮設部材等点検関係記録書類
仮設足場・仮囲い・山留め・重機・運搬車両・作業機械
等の点検関係書類


130万円未満は簡易な工事と想定されるので、省略でき
る


○ ○ ×


37 各種材料検収調書
公共建築工事標準仕様書1.2.4：工事において主要な
工種に係るもの


130万円未満は簡易な工事と想定されるので、納品書･伝
票で確認できるものは省略できる


○ ○ ×


38 各種材料納品書・材料伝票 工事において主要な工種に係るもの
材料の品質に係るものは品質規格証明書や品質管理書類
等で確認できるので、納入記録等は提示で確認できる


○ ■ ■


39 土砂搬入整理券(半券) 指定書式 ○ ○ ○


40 再資源化等報告書
建設リサイクル法：新築500㎡以上・解体80㎡以上等の
工事対象


提出時に監督行為で確認するものであるため簡素化 ○ ▲ ▲


41 建設廃棄物処理委託契約書(写し) 廃棄物処理法：建設廃棄物処理に係る許可書(写し)含む ○ ○ ○


42 産業廃棄物管理表(マニフェスト) 廃棄物処理法 ■ ■ ■


43 建設業退職金共済証紙貼付実績報告書
指定書式／制度説明書類等含む
掛金収納書又はそれに代わるもの(写し)


◎ ◎ ◎


44 官公庁等申請書類・届出書類・協議書類・検査済書類
建築関係法・消防関係法・上下水道関係法・ガス関係
法・労衛法等の関係書類


○ ○ ○


45 化学物質濃度測定結果報告書 特記仕様書 ○ ○ ○


46 近隣家屋調査結果報告書 現場説明書
工事目的物に直接関するものではなく、提出時に監督行
為で確認するものであるため簡素化


○ ▲ ▲


47 電波障害調査結果報告書 現場説明書
工事目的物に直接関するものではなく、提出時に監督行
為で確認するものであるため簡素化


○ ▲ ▲


土木工事と共通な項目


提　　出　　書　　類　　名


　　　建築工事書類の簡素化一覧


H25
年度


簡素化


別紙２  
 
  ◎ 必須 
  ○ 該当する場合必要 
  ■ 提示（請負業者が保存：建設業法上等から基本的に10年保存） 
 
 


  ▲ 監督行為で確認し担当課へ提出 
  × 監督行為で確認し提示（請負業者が保存：保存期間は担当課と協議） 
  － 該当なし 


検査時に必要な書類 


監督行為で必要な書類 


凡 例 






